
 

 

墨田区配偶者暴力相談支援センターの開設について 

 

１ 趣旨 

配偶者や親密な関係にあるパートナー等からの暴力（以下「ＤＶ」という。）の増加や深

刻化が懸念されている中、本区では、これまで関係する各課が相談や自立支援のための援助

等を行い、区全体としてＤＶの相談支援を実施してきた。しかし、ＤＶは主に家庭内で行わ

れるため潜在化しやすく、被害についての相談をためらう傾向があり、孤独・長期化しやす

いことから、相談先の明確化を図り、ＤＶ被害の重篤化を防止するため配偶者暴力相談支援

センター(以下「配暴センター」という。）を開設する（※１）。 

開設にあたり、これまで警察や都の配暴センターに依頼していたＤＶ相談証明書（以下

「証明書」という。）の発行や保護命令の申立て（※２）に関する支援等を実施する。また、

ＤＶ相談専用ダイヤルを委託により設置し、ＤＶ等暴力の被害者支援に識見のある相談員が

相談に応じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 配暴センター開設における体制整備の考え方 

 ⑴ 男女共同参画部門と福祉部門が連携し、ＤＶ被害者等の相談、安全確保、一時保護及び

保護命令制度支援等の業務を一体的に行う配暴センターを開設する。 

また、ＤＶに関する対面相談を実施した場合は、必要に応じて証明書を発行する。 

 ⑵ 区民にとって「わかりやすい・相談しやすい」相談窓口として、ＤＶ相談の専用ダイヤ     

ルを新設し、相談内容に応じて、これまで各所管課で実施してきたＤＶに関する相談や自

立支援援助等につなげる役割を担うものとする。 

   

区 民 福 祉 委 員 会  

令和７年９月２２日  

（※１）配暴センター 

【配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律】 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する女性相談支援センターその他の適切

な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴

力相談支援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

 

（※２）保護命令の申立て 

 配暴センターに相談等をしている者が保護命令を申し立てた場合、配暴センターは

裁判所から相談内容等の書面提出を求められる。裁判所に書面提出したものについて

は、保護命令が発せられた場合、裁判所から配暴センターへ通知される。 



３ 配暴センターの機能イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 開設年月日等（予定） 

  令和７年１２月１日（月） 

  （ＤＶ相談専用ダイヤル） 

   月曜日から金曜日までの平日 午前９時から午後５時まで 

 ただし、祝日及び年末年始を除く。 

 

５ 周知方法 

  区報 令和７年１２月１日号 

  区公式ウェブサイト及びＳＮＳ等 

 

６ 令和７年度区議会定例会９月議会における補正予算案の提案 

【款】総務費【項】総務管理費【目】人権同和・男女共同参画推進費【大事業】男女共同 

参画社会実現の推進事業費に追加する。 

  ２２４万２千円 【内訳】（委 託 料 ２１３万４千円） 

      （電話回線使用料  １０万８千円） 

 

７ 事業スケジュール（案） 

 

 

 

 

すみだ人権同和・男女共同参画事務所

（男女共同参画担当）

・悩みを話したい

・話を聞いてほしい

・身体的暴力をふるわれている

・身の危険を感じる

・住民票の写しの交付・閲覧

制限等の支援措置を受けたい

相談員が電話相談を実施（相談内容に応じて、相談等各窓口を案内）

ＤＶ相談専用ダイヤル（予約なし）＊コールセンター方式

すみだ共生社会推進センター

■女性のためのカウンセリン

グ＆ＤＶ相談【証明書発行】

■男性悩み相談

生活福祉課第二相談係

■女性相談

【証明書発行】

【一時保護】

窓 口 課

■支援措置手続の対応

(ＤＶ･ストーカー･児童虐

待の種別を警察署に確認）

庁内関係部署

東京都配偶者暴力相談支援センター

（東京ウィメンズプラザ・

東京都女性相談支援センター）
■配暴センター事務局

警 察 署
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